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パルシステム東京の事業所に再生可能エネルギーで発電した
電気を送る山形県村山市のバイオマス発電所を見学 
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生活協同組合 パルシステム東京
専務理事  佐藤  功一

　東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故の影
響は、あまりにも大きく、被災地はいまだ復興とはほど遠い状
況です。放射能汚染への懸念も、払拭されたわけではありませ
ん。それにもかかわらず、国は原発再稼働を容認し、新規増設
の計画まで進めようとしています。
　私たちパルシステム東京は、このような国の政策に断固とし
て反対し、脱原発社会の実現に向けたさまざまな活動を行って
きました。また、2012年は国連が定めた「国際協同組合年」で
す。改めて生活協同組合として、その精神とともに原点に立ち戻
り、協同組合のあり方を考える年となりました。事業面では「パ
ルシステム東京エネルギー政策」に基づき、2013年4月から主
要16事業所で使う電力を再生可能エネルギーに切り替えまし
た。これは全国の生協でも初めての取り組みです。
　一方、5月にはパルシステム東京が受け入れ団体になり、
「2012年シャボン玉フォーラムin東京」を開催。多くの参加者と
有害化学物質の削減や石けん利用の促進、生物多様性保全の
取り組みなどを考えることもできました。
　2012年度パルシステム東京の環境活動についてご報告致し
ます。みなさまからの忌憚のないご意見をお願い申し上げます。

C O N T E N T S

 脱原発社会をめざして

パルシステム東京　環境方針 （抜粋）

生活協同組合パルシステム東京は、多岐にわたる事
業活動が環境に及ぼす影響を軽減するため、環境方
針を策定し、適切な目的・目標を設定し、定期的に見
直しを行いながら改善に努めています。

１. 再生可能エネルギーの拡大に取り組みます。
２. 脱原発社会実現の為の運動に取り組みます。
３. CO2排出総量の削減に取り組みます。
４. くらし方の見直し運動を組合員参加で広げます。
５. 環境に配慮した商品づくりと普及に取り組みます。
６. 森林を守る運動を進めます。
７. 生物多様性の保全に取り組みます。
８. 日本の食料自給率向上に取り組みます。

以上の活動をすすめるため、全役職員が環境方針を
理解し、行動できるよう周知徹底を図ります。環境方
針はパルシステム東京内外に広く開示します。

1999 年10 月28 日　制定
2013 年 4 月1 日　改定

生活協同組合　パルシステム東京
専務理事　佐藤 功一

 事業や活動と環境

 脱原発社会の実現に向けて
　 子会社で新電力事業を立ち上げ　
 脱原発運動の推進　

 くらしの中の有害化学物質を減らす
 「2012年 シャボン玉フォーラムin東京」を開催　
 有害化学物質削減と石けんについての学習会　
 『やっぱり石けん！洗濯用液体石けん』のリニューアルに協力

 地球温暖化を防ぐために
 事業活動で排出するCO2 を減らす　
 車両燃料・ガス・電気・水・ドライアイス・OA用紙の使用量ほか
 組合員へ省エネのすすめ
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 ゴミを減らす
 ３Rをすすめ廃棄物を減らす　
 回収率向上の取り組み
 リユースびん・リサイクル品4種の回収率、廃棄物量の推移
 生物多様性保全の取り組み
　 生き物モニタリング調査　
 「侵略的外来種」の駆除活動　東京の緑を守る
 森林保全の取り組み
 食料自給率の向上

 環境保全とパルシステムの商品

 2012年度環境活動所見書

 パルシステム東京 エネルギー政策
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パルシステム東京は事業活動が環境に与える負荷をできるだけ抑えるため、エネルギーや資源の浪費
を控え、CO2や廃棄物を減らす対策を続けています。また環境方針をたて、方針にそった目標を設定
し、環境活動を行っています。環境活動の評価は、専務理事の諮問機関である環境監査委員会（組合員、
有識者、学識経験者などで構成）が、年4回実施しています（環境監査委員の所見は15 〜 17ページ）。

一般廃棄物 59.7t5,048t 産業廃棄物 37.5t
食品残さ （店舗） 8.8t

→リサイクル

※詳細は 8、9ページ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※これ以外に車両からの排気ガスや、冷蔵庫、エアコンなどからフロンガスを排出しています。

排出したCO2
車両燃料 2,634t
電気 2,221t
ガス（施設） 193t

廃棄物

農薬や化学肥料に頼らず、
環境に負荷をかけずに
農畜産物を生産する

環境に配慮した
商品を作る

メーカー

生産者 本部
事務所

配送センター

福祉事業所
陽だまり

お店

組合員

環境に配慮した
商品を利用する

近郊産地の
堆肥や飼料に

新しい製品の
原料などに

イベント開催
環境についての

学習会

イベントに参加
意見や提案をする

リユース
リサイクル品
を返却

パルシステム連合会
セットセンター

青果やパン
の残さ

リユース・
リサイクル品

パルシステム東京

車両燃料 113.4万ℓ
電気 587.7万kWh+再生可能エネルギー 1万kWh

ガス（ 施設） 9.1 万㎥
水　 　 　   2.3万㎥

ドライアイス 3,977t
ＯＡ用紙 197t使った資源

 事業や活動と環境

パルシステム東京では 1999 年よ
り地球温暖化防止のため、配送セ
ンターに太陽光パネルを設置、発
電した電気を事務所などで使用し
ています。また、組合員の手作り
による太陽光パネルを屋外掲示板
の LED照明に利用し、組合員の活
動を紹介するなど、地域啓発をは
かっています。

環境配慮設備　
　パルシステム東京では配送センターなどの事業所で、
太陽光発電パネルや太陽熱温水器、屋上緑化、雨水タン
ク、省電力ランプなど、環境に配慮した設備の導入を積極
的にすすめています。2013年7月には多摩センター屋
上に太陽光パネル（30kWh相当）を設置し、発電した電
気は㈱うなかみの大地に全量売電する予定です。

再生可能エネルギー発電状況

港センター   75.0kWh
大田センター 2,899kWh
江戸川センター 4,134kWh
多摩センター 3,135kWh

多摩センター屋上の太陽光パ
ネル（2013年 7月稼働）

太陽熱温水器
（東村山センター）

雨水タンク
（東村山センター）

お詫びと訂正：�2013年7月発行の『TSUNAGU�2013』22、23ページの記事中、ガス（施設）使用量の単位がℓとなっていたのは、㎥の誤りでした。お詫びして訂正いたします。
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 脱原発社会の実現に向けて

1.生協自らが消費者として選択する	
2.生協自らが事業者として行う	
3.生協自ら地域・社会に運動をおこす

※エネルギー政策の詳しい内容は 18、19 ページ 

パルシステム東京の

再生可能エネルギー
利用のしくみ

パルシステム東京
配送センターなど

子会社
うなかみの

大地

電
力
会
社
送
電
網

電
力

電力自由化後は組合員など
への販売もめざす

山形県村山市のバイオ
マス発電会社、（株）や
まがたグリーンパワー
などの電力を使用

地域のさくらんぼ果
樹園の剪定枝や、間
伐材などからガスを
抽出して発電する

（株）うなかみの大地
バイオマス発電、小
水力発電、太陽光
発電など、再生可
能エネルギーで発
電した電力を調達。
電力会社の送電網
を利用して、再生
可能エネルギーの
導入を希望する事
業者に売電する

パルシステム東京多摩センター屋上
の太陽光パネル。2013年 7月稼働。
年間発電量 33,026kWh。発電した
電力は、すべて（株）うなかみの大地
へ売電

課題は、コストアップへの対応
　電気料金が割高になり、2013 年度は年間のコストが
10%程度アップする見通しです。
　当面は事業所などで節電の徹底を行いますが、早急に新
たな電力供給源を確保し、再生可能エネルギーの需要を増
やすことでコストダウンをめざしていきます。現在、パルシ
ステムグループの一部事業所への供給も検討しています。

　パルシステム東京　エネルギー政策
東京電力福島第一原発事故による放射能汚染を乗り越え、パルシステム東京の理念でめざす持続可能な社会を実
現するために、2011 年12 月、再生可能エネルギーへの転換などを骨子とするエネルギー政策を策定しました。

　子会社で新電力事業を立ち上げ
　原子力発電は地震の多い日本では放射能汚染を伴う甚大な事故を引き起こす
可能性があります。また、安いといわれてきたコスト面でも大幅な見直しが必要
であり、放射性廃棄物を次世代に押し付けることにもなります。
　パルシステム東京は脱原発の立場で、再生可能エネルギーの普及と地域に根ざ
した電力の共有をめざして、新電力事業を（株）うなかみの大地に設置。2013年
4月からはパルシステム東京の16事業所の電力（パルシステ
ム東京が事業で使う電力の約70％相当）を、（株）うなかみの
大地を通して購入する再生可能エネルギーに切り替えます。
これは生協としては、日本で初めての取り組みです。　　
　2016年ごろとされている電力の完全自由化を視野に入れ、
組合員が原発に頼らない安全・安心な電力を選べるしくみづ
くりの基盤となるものでもあります。

エネルギー
政　策

3つの柱 

再生可能エネルギーで発電した電力を供給する
（株）やまがたグリーンパワー
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「シンポジウム　地域からのエネルギーシフト」で、北欧視察の報
告をする組合員理事

「脱原発を実現し、自然エネルギー中心の
社会を求める全国署名」86,626筆
　　　　　　　　　　　（2011年9月～ 2013年3月）　

　チラシや機関誌『わいわい』、ホームページなどで、組合員
へ署名への協力を呼びかけたほか、センターでのイベントや
街頭（新宿、渋谷、立川など９カ所のターミナル駅）での署名
活動を実施しました。集まった署名は取りまとめ団体の、原
水爆禁止日本国民会議事務局に届けました。

　  　脱原発集会などへの参加　　　　　　　　　　　   
　「さようなら原発1000万人アクション」全国集会には、多数
の組合員、役職員が参加しました。また毎週金曜日に行われる
首相官邸前の原発再稼働反対集会にも、多くの組合員、役職員
が自主的に参加しました。
　また、国や行政・電力事業者に向け、原発再稼働反対や、原子
力研究開発のあり方などについての意見書を提出しました。

エネルギーについての学習会・見学会を開催　　　　　
　「電気を選べる社会をつくる」「原発と電気料金の本当の
話」など、これからのエネルギーを考える学習会や、再生可能
エネルギー先進国の北欧の視察報告会など3企画に159人
が参加しました。
　また、委員会主催でも原発や放射能について、映画の上映
や専門家の講演など多彩な学習会が企画され、多くの組合員
が参加しました。

　「手作り太陽光パネルを
作ろう!」企画で27人の組
合員、役職員で太陽光パネ
ル２基を作成。福島県いわ
き市で被災地支援活動を
行う NPO インディアン・
ヴィレッジ・キャンプに贈
呈しました。

太陽光パネルを作ろう！手作り

 脱原発運動の推進

茨城県神栖市のウィンド・パワーかみす第一洋上風力発電所で風力
発電所見学。39名が参加し、風力発電の可能性や問題点を学ぶ

見学会
「さようなら原発 1000万人アクション全国一斉行動 in 東京」の
パレード（代々木公園で）

集会
脱原発の街頭署名を実施（渋谷駅前で）

署名

「脱原発運動検討委員会」を設置し、組織をあげて脱原発運動に取り組んでいます。原発再稼働の動
きが高まり、脱原発運動は厳しい状況に追い込まれています。他団体とも連携しながら、さまざま
な角度から脱原発社会実現に向けた運動を展開しました。 

報告会
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 くらしの中の有害化学物質を減らす

　「2012年 シャボン玉フォーラムin東京」を開催
　「シャボン玉フォーラム」は命の源「水」を守るために、有害化学物質の合成界面活性剤を使
わず、石けんの利用をすすめる運動として、毎年、開催されています（協同組合石けん運動連絡
会主催）。2012年度はパルシステム東京が開催引き受け団体となり、5月18・19日の2日間
で全体会・シンポジウム・６つの分科会を実施、のべ1000人を超える参加者がありました。

 第１分科会
「石けん運動のこと、みんなで知ろう！考えよう！」　
　　　　　　　　　　 －協石連30年とこれから－

講師：藤井 絢子氏（NPO法人碧いびわ湖）
 参加81人

第２分科会
「市民参加の生き物モニタリング調査」
　　　　　　　　　　　　　　　　　 3年間の軌跡

講師：須田 真一氏（東京大学保全生態学研究室）
 安川 雅紀氏（東京大学生産技術研究所）
 参加49人

第３分科会
「石けんを使うために」
　　　　～つながろう　地球にやさしい石けんで～

講師：山見 尚喜氏（千葉県立柏高校教諭）
 多摩南生活クラブまち府中組合員
 パルシステム東京組合員
 参加101人

 

 

第４分科会
「身の回りの有害化学物質」
　　　　　　　　　  　　～わたしたちが石けんを選ぶわけ～

講師：神山 美智子氏（NPO法人ダイオキシン・環境ホルモン対策国 
 民会議理事、食の安全・監視市民委員会代表） 
 長谷川 治氏（太陽油脂株式会社）
 参加81人
第５分科会

「放射能と子どもたちの未来」　　　　　　　　　　　  
コーディネーター：澤井 正子氏（原子力資料情報室）
パネラー  菊川 慶子氏（花とハーブの里主宰者）
  松野 玲子氏（パルシステム東京 六ヶ所から地球を考える委員会・委員長）
  大賀 あや子氏（ハイロアクション福島原発40年実行委員会）
  参加120人

第６分科会
フィールドワーク「東京湾から東京をみる」 　　　　　   
講師：丸山 隆氏（元東京海洋大学海洋科学部海洋環境学科）
 参加41人

基調講演　　　　　
「生物多様性と農業と原子力災害」　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　
講師：鷲谷 いづみ氏（東京大学保全生態学研究室教授）

シンポジウム
「生物多様性保全」　
パネラー  桑原 衛氏（埼玉県小川町/ぶくぶく農園）　小川 光氏（福島県耶麻郡西会津町・喜多方市山都 
 町/チャルジョウ農場）　西澤 誠弘氏（宮城県大崎市/田尻総合支所長）　中山 啓子氏（イネ 
 科花粉症を学習するグループ代表）　高橋 宏通氏（パルシステム連合会 産直推進部長）　
コーディネーター 鷲谷いづみ氏

2日目

環境や健康に負担をかけないくらしを選ぶため、くらしの中にあふれる
有害化学物質を減らす学習会の開催や、情報の提供を行っています。

いのちを豊かにつないでいく
〜明日をつくるのは私たち〜

  地球温暖化や放射能を含むさまざまな環境汚染を「生物
多様性」を保全する視点から見直し、地球環境を守るた
めに石けんの利用も含めて、今できることを考えました。

「生物多様性と農業と原子力災害」をテーマ
に、東京大学保全生態学研究室の鷲谷いづみ
教授が基調講演

実行委員会で「いのちをつな
ぐ石けんノート」を作成し、
来場者に配付

テーマ

1日目

パルシステム東京の組合員が、
石けんの利用普及について報告

フィールドワーク「東京湾から
東京をみる」は屋形船を教室に、
東京湾の汚染状況を視察

「放射能と子どもたちの未来」
には100人を超える参加者が
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1 年がかりのリニューアルに協力した商品開発チーム
のメンバー

石けんについての学習会や工場見学、従来品のモニタ
ーを実施。完成した試作品をみんなで検討

「有害化学物質削減と石けんの利用普及について」の学習会
合成界面活性剤はPRTR制度で、有害な化学物質に指定さ
れていることを指摘

職員・配送スタッフ向けの「石けん学習会」
日常的に組合員に接する配送スタッフが、組合員に石けん
のよさを伝えるため4センターで開催。参加75人

　パルシステム東京は創立以来、石けんの利用をすすめていま
す。これまで、合成洗剤が引き起こす数々の問題に目を向け、そ
の問題点と環境への影響について社会的な運動を行ってきま
した。
　家庭から排出される化学物質の約6割は、台所や洗濯用洗剤
に含まれている化学物質です。『化学物質排出把握管理促進法』
で定められたＰＲＴＲ制度※では、家庭用合成洗剤に配合され
ている9種の合成界面活性剤が第一種指定化学物質として登
録されています。
　洗剤はくらしの中で毎日消費され、環境中へ排出されていま
す。環境への影響を考えるとき、何を選ぶのかはたいへん重要
なことです。有害化学物質削減ネットワークの田中照子氏を講
師に迎え、その重要性を伝える学習会を実施しました。

　パルシステム東京組合員の商品開発チーム「パルしゃぼん玉くらぶ」が、石けん初心者向けに「洗浄力がアップ
した洗濯用石けん」をめざす商品改善に協力しました。リニューアル品は洗浄力が従来品より強く石けんカスの
発生が少ないので、合成洗剤に慣れた人も使いやすくなりました。2013年6月3回から供給開始。

今後の課題　石けんの利用の低迷
　今年度は「シャボン玉フォーラム」の開催を機に関心が高ま
り利用率が前年をわずかに上回りましたが、利用率低下に歯止
めをかけるには至っていません。
　今後は、合成界面活性剤は有害な化学物質を含むこと、仕上
がりの白さは蛍光増白剤によることなど、合成洗剤と石けんと
の違いを組合員にさらにわかりやすく伝えていきます。石けん
を試す機会と場を増やし、利用向上をめざします。

※PRTR制度
（化学物質排出移動量届出制度の略）
人の健康や生態系に有害な恐れのある化学物質につい
て、事業者が排出量・移動量を自主的に把握し、国に
届け出る。国はそのデータや推計に基づき、排出量・
移動量を集計、公表する制度のこと。毒性レベル、製造・
輸入量、環境中からの検出から選定基準を定め、第1
種指定化学物質として462物質が指定されている。

　有害化学物質削減と石けんに関する
　学習会の実施

「有害化学物質削減と石けん利用普及について」
学習会開催　／　参加35人

『やっぱり石けん！洗濯用液体石けん』のリニューアルに協力　

これまで洗濯は合成洗剤でしたが、
「パルしゃぼん玉くらぶ」がきっか
けで、すっかり石けん洗濯派に。き
ちんと泡立てるとか、ちょっとした
コツで気持ちよくきれいに洗い上
がることを実感しました。日常生活
でいろんな化学物質を使う私たち。
せめて流す水くらいは、できるだけ
汚さないようにしたいと思います

（岡田美枝子さん／大田区）
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 地球温暖化を防ぐために
　事業活動で排出するCO2 を減らす
　2012年度はCO2 総排出量を2009年度よりも3.2％削減する目標をたてました。結果は、5,048t（前年比
99.7％）で、目標使用量の5,205tを大きく下回り、2009年度比6.1％削減となっています。

事業の集約化などで目標達成
　2009～2012年度では、店舗の閉店や
事業所の集約が進み、また、東京電力福
島第一原発事故の影響で省エネ意識が高
まったことがCO2排出量の大幅削減につ
ながりました。
　今後は福祉事業の拡大などにより、
CO2排出量は増加すると推測されます。
さらに削減するためには、職員の日々の
努力に頼るだけではなく、CO2削減につ
ながる再生可能エネルギーの導入や省エ
ネ設備の導入なども合わせて検討する必
要があります。

（2008年度～ 2012年度）CO2排出の推移

2008年度

5,434t

2009年度

5,381t

2010年度

5,665t

2011年度

5,063t

2012年度

5,048t

0

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800
（t）

2012年度
5,048t

車両燃料
2,634t

電気
2,221t

ガス（施設）
193tCO2排出の内訳

省エネ意識の低下に注意
　目標は達成しましたが、2011年度より使用量
は増えました。ガスヒートポンプエアコン（ガスを
利用した室内空調）の使用量増加が主な原因と思わ
れます。また、福祉事業では、福祉事業所「陽だま
り」の新設や、入浴介助サービス利用者の増加で、
ガス使用量が増加しました。
　今後は、全事業所で、エアコンの効率よい使用
方法の徹底を行います。また、福祉事業所の新設
にあたっては、効率よい給湯器の選択などを検討
します。

ガス（施設）の使用量（都市ガス換算）

目標
実績

●2012年度
目標 94,363㎥
実績 91,680㎥

CO2換算 193t
0

9

8

7

6

（万㎥）

●ガス（施設）使用量の推移

0

9

10

（万㎥）

2010年度2008年度 2009年度 2011年度 2012年度

11

111,180㎥

85,720㎥

91,680㎥
102,386㎥

100,692㎥

福祉事業の使用量が増加
　パルシステム事業では、委託会社が交通事故や
駐車禁止対策で、トラックをパーキングに駐車し、
そこを拠点として台車で商品を配達する取り組み
を行い、燃料使用量が減少しています。しかし、
福祉事業では利用者増加に伴い、増車を行ったた
め、前年比107％と増加しました。
　今後は、受注点数増加や福祉事業所の利用人数
増加による車両燃料の使
用量増加が予想されるた
め、エコドライブ推進とと
もに、電気自動車やハイブ
リッド車の導入なども検討
します。

車両燃料の使用量（ガソリン換算）

目標 1,134,956ℓ
実績 1,134,219ℓ

●2012年度

CO2換算 2,634t

目標
実績

0

113

112

111

110

（万ℓ）

●車両燃料の使用量の推移

1,160,197ℓ

1,142,107ℓ
1,134,219ℓ

0

110

111

112

113

114

115

116

（万ℓ）

2010年度2008年度 2009年度 2011年度 2012年度

1,104,319ℓ

1,136,497ℓ

お詫びと訂正：�2013年7月発行の『TSUNAGU�2013』22、23ページの記事中、ガス（施設）使用量の単位がℓとなっていたのは、㎥の誤りでした。お詫びして訂正いたします。
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省エネ設備導入で使用量削減
　2012年度は配送センターで消費電力を監視する
デマンドモニターや、倉庫の照明を省エネ型に替え
たこと、初夏の気温が2011年度よりも低く冷蔵庫・
冷凍庫稼働効率が高まったため、使用量が削減した
と考えられます。
　今後は、導入した省エネ設備の活用をすすめ、優
れた取り組みの水平展開などで、運用面での節電を
進めます。

●電気使用量の推移（5年間）

電気の使用量

水の使用量 ドライアイスの使用量

●2012年度
目標 6,272,459kWh
実績 5,876,518kWh

CO2換算 2,221t

目標
実績

2011年度 2012年度

7,240,386kWh

5,900,625
kWh

6,822,253
kWh

6,890,417
kWh

5,876,518
kWh

2010年度2008年度 2009年度
0

550

600

650

700

（万kWh）

0

600

550

500

450

（万kWh）

全体的に使用量は低下傾向
　５年間で水、ドライアイスの使用量は、店舗の閉店
や供給減少に伴い減少しています。ＯＡ用紙は、事業
所での裏紙利用の周知徹底に加え、2011年度から理
事会議へのiPad導入や配送センターでのチラシ印刷
帳合を中止し、セットセンターでの帳合に集約する形
式へ変更したため、パルシステム東京としての使用量
は減少しています。

蛍光灯は釣りひもスイッチつき。必要
な照明だけを点灯

蛍光灯の間引き点灯

扇風機で空気を循環、エアコンの効率
を上げる

　事業所での節電対策の例

2010年度 2010年度2009年度 2009年度2008年度 2008年度2011年度 2011年度2012年度 2012年度

27.327.527.1
4,306.1

4,172.9

3,928.6 3,977.3
4,063.022.7 23.0

OA用紙使用量

2010年度2009年度2008年度 2011年度 2012年度

232.4
243.0

256.3

197.0

252.2

0 0

0

28.0

26.0

4,300

250.0

24.0

4,200

240.0

22.0

4,100

4,000

230.0

20.0 3,900

210.0

220.0

（千㎥） （ t ）

（ t ）

デマンドモニター
消費電力量を30分ごとにモニターで確認
でき、使用目標より電気を使い過ぎそうな
ときにはお知らせが表示される。随時表示
を確認し、ムダな電気の使用を減らすこと
で省エネとコストカットに役立つ
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  エコ・アクション・カレンダー
　環境やエネルギー問題について組合員一人ひとりが考え、
行動［エコ・アクション］することを目的とした企画です。
　2012 年度は、参加者から報告
のあった毎月の電気使用量やリ
ユース・リサイクル返却数、家庭の
エコ活動などを、わかりやすくま
とめた『エコライフチェックシー
ト（結果シート）』を、参加者全員に
フィードバックしました。

「アンペアダウンから節電を考える学習会」
（城南しおみネットワーク推進会議）

　パルシステム東京では毎年６、７月を環境キャン
ペーン月間と定め、組合員の環境への関心を高める
さまざまなイベントを企画しています。2012年度
は温暖化防止・廃棄物の削減・生物多様性保全をテー
マに、キャンペーンを展開しました。
　昨年に続き脱原発社会の実現に向け、脱原発集会
や署名活動、学習会などに多くの組合員が参加しま
した。生物多様性保全活動では、次世代の子どもたち
が協同の力で問題解決していく夢を託し、トキの新
潟県佐渡市、コウノトリの兵庫県豊岡市、マガンの宮
城県大崎市の子どもたちを、「宿題バッチリ！夏休
み子ども生きモニ」の企画に招きました。
　しかし、廃棄物については充分に取り組めず、課
題が残りました。次年度も、脱原発・再生可能エネル
ギーへのシフトを中心に、環境キャンペーンに取り
組みます。

環境キャンペーン

  省エネアドバイザーの「省エネ診断」
　パルシステム東京の養成講座を修了した、組合員の省エネ
アドバイザーが、希望する組合員の自宅を訪問。電気の使用
状況をチェックしながら、各家庭にあった省エネのアドバイ
スを行いました。原発事故以降、省エネ取り組みへの関心は

高く、マスコミからの取材もあり
ました。
　今後は、診断を受けたお宅への
フォローアップ（家計への効果の聞
き取り・再訪問など）をすすめます。

  「省エネ講座」の開催
　省エネアドバイザーや職員を講師に、委員会や行政、他
団体と連携し、省エネについての講座を実施しました。参
加した方へは「省エネ診断」も受けていただき、自宅での省
エネ取り組みを実践するためのアプローチを続けます。
　また、行政やグループ生協などにも、省エネアドバイ
ザーを講師として派遣し、省エネ講座を開催しました。港
区民対象の「みどりのカーテン＆省エネセミナー」は6回開
催。足立区役所主催

「地球環境フェスタ」
には、「家庭の節電ア
ドバイスコーナー」を
出展しました。パルシ
ステム千葉での省エ
ネ講座は、2会場45
人が参加しました。

提出者数8,096人　提出率45％
（パルシステム・グループ全体）

エコ・アクション・カレンダー

2013年度はパルシステムホームページ「エコ・
アクションClub」で実施します。１ヵ月分の
提出につき、ポイントを付与。結果シートの

もどりも早くなります。
またWEBで参加できる環境活動として、「エコ・アクション・ク
イズ」や、組合員のエコ・アクション活動の投稿なども開始します。

　組合員へ省エネのすすめ

訪問診断	 51件
簡易診断	 14件
（自宅訪問なし）
省エネアドバイザー　登録23人

（2012年４月～2013年３月）

委員会の環境イベント開催への支援
組合員による二酸化窒素（NO2 測定）
5月31日（木）〜 6月1日（金）
測定カプセル回収数757、回収率94％

石けん関連商品サンプルの配付
委員会企画や地域活動で、石けんサンプル、ミニリーフレット、
アンケートなどを配付。
サンプル注文数　145委員会　18,573点
アンケート回収数　130枚

赤ちゃん石けんプレゼント
赤ちゃんが誕生した組合員やその家族に、石けん商品をプレゼントする。
応募数　662人　（募集1000人）
アンケート回収数　118枚

環境出前講座への講師派遣
石けんの上手な使い方、自然派おそうじ、家庭でできる堆肥づく
り、ふろしき、省エネ、緑のカーテンなど。
24企画　参加344人

2013年度は
ＷＥＢ上で

わが家から始めよう！エコアクション！
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目標 59.6％　

実績 64.5％

目標 73.9％　

実績 69.3％ ＡＢパック・ヨーグルトカッ
プと注文用紙の回収率はわ
ずかに向上していますが、
プラ袋類（プラスチック資
材）と商品カタログの回収率
が低下しています。プラ袋
類と商品カタログは、前年
より配付量が増加していま
すが、回収率は低下してお
り、新規加入者への呼びか
けが必要です。

その他の回収率　飲料用紙パック82.3％（前年91.0％）
　　　　　　　　たまごパック　84.9％（前年82.7％）

2012年度は11年度より
回収率が向上しました。
返却をアピールする「びん
返してね」シールをフタに
貼った効果もありますが、
リユース商品利用の減少
も見逃せません。商品購
入者が、返却が習慣化し
ている長期利用者に絞ら
れてきたためとも考えら
れます。

廃棄物は2011年度までは事業所で
のリサイクル分別の徹底に加え、事
務所の集約化、店舗閉店、供給量低
下による影響で減少傾向にありまし
たが、2012年度は増加しています。
増加の原因としてはイベントで使用
した拡大サンプルの残さや老朽化し
た蓄冷剤の廃棄、福祉事業所での紙
おむつ廃棄の増加が考えられます。

リサイクル品４種の回収率
ＡＢパック、資源プラスチック、
商品カタログ、注文用紙

リユースびん回収率

廃棄物量の推移

2010年度2009年度2008年度 2011年度 2012年度

73.3％76.9％73.1％ 72.9％ 69.3％

2010年度2009年度2008年度 2011年度 2012年度

61.8％63.6％64.1％
58.6％

64.5％

「びん返してね」 シールでアピール
回収率向上のため、洗浄して繰り返し使用す
るリユースびん15品目に、返却をアピール
するシールを貼りました。

３Ｒ＊をすすめ廃棄物を減らす
容器包装の減量化やリユースびんの使用、たまごパック、プラスチッ
ク袋などのリサイクルに取り組み、廃棄物削減に努めています。ま
た、リデュース・リユース容器普及の施策の実現と処理費用を公平に
負担する仕組みをめざした「改正容器包装リサイクル法」の内容につ
いて、さまざまな角度から学ぶ場をつくり、議論を行っています。
３R：「リデュース・ごみを出さない」「リユース・再使用する」「リサイクル・再資源化」の
　　頭文字をとったもの。

回収率向上の取り組み
2008年度以降、リユース・リサイクル品の回収率が低下しています。
より一層、組合員の協力を求めるため、わかりやすい広報を徹底し、日
常的に組合員に接する配送スタッフの教育にも取り組んでいます。

「容リ法を考える」学習会を開催
環境総合研究所の池田こみち副所長を招き、廃棄物削減の
手法や容器包装リサイクル法改正のあり方について学ぶ

 ゴミを減らす　３Ｒのおすすめ

職員向け「リユースびん」学習会を開催
リユースびんの意義や必要性を、配送スタッフ28人
が学習（八王子センター）

一般廃棄物
産業廃棄物

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
0

70

90

110

50

30

10

（t）

66.5 68.7 65.4 59.4 59.7

合計
113.4

合計
114.4 合計

107.3 合計
96.9

合計
97.2

46.9 45.7 41.9 37.5 37.5
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人が生きていくために、生物の多様性は必要不可欠
なものです。パルシステム東京では、これ以上の生物
多様性の損失を避けるため、組合員が取り組みやす
い３つのテーマで保全活動をすすめています。

　
 　東京大学・パルシステム東京協働プロジェクト「生き物モ
ニタリング調査」を、2009年から継続しています。チョウ
の分布と、気候・環境・人との関係を調べる、市民参加のモ
ニタリング調査です。
　公開されているデータベースの評価は高く、学術データ
としても使用できるレベルに達しています。組合員が地域
にいながら環境保全活動に参画できるという、新しい組合
員活動モデルにもなっています。

　東京に残された緑を守り・広げる取り組みです。
緑地についての解説を受けながら見学することで、地域の
森や草原の果たしている役割を知り、緑を守る活動につな
げます。2012年度は都心でありながら手つかずの自然を残
している、国立科学博物館付属目黒自然教育園の見学会を
実施しました。

　　
　侵略的外来種とは外国から入ってきて、特に繁殖力が強
く、日本に以前からあった生態系を破壊する動植物をいい
ます。地元のNPO団体などと連携しながら、光が丘公園や
多摩川流域、平井川流域で、問題となる侵略的外来植物の
抜き取り作業や周辺の生きもの観察を行っています。

手つかずの自然が残る、国立科学博
物館付属目黒自然教育園の見学

ススキ原っぱ保全のため、
セイタカアワダチソウの抜
き取り作業（練馬区、光が
丘公園）

■登録者数	のべ717人　報告件数	18,511件（2009～2012年）
　2012年度　登録者数	89人、報告件数	4,068件

■2企画　参加63名

■１企画　参加39名

●市民モニタリング調査のさらなる発展を
　４年目を終え、専門家の評価も高い取り組みになっています。大
学と連携した市民調査に、さらに多くの組合員が興味をもって参
画できるような方法を検討しています。
　これまで蓄積されたデータを基に「東京のチョウモニタリング
ガイドブック」作成も予定しています。

●�生きものモニタリング調査
組合員が環境指標生物であるヤマトシジミやツマグロヒョウモン
チョウをはじめとしたチョウ全般を月２回観察し、写真をつけて報
告。そのデータを東京大学がデータベース化し一般に公開してい
る。データを分析し、環境対策や生態の研究にいかす。

http://butterfly.tkl.iis.u-tokyo.ac.jp/

 生物多様性保全の取り組み

　目　的
❶組合員の地球環境保全等の社会的貢献
❷組合員への生物多様性保全の重要性の啓発
❸食料と生態系の密接な関係とパルシステム商
品の目指す価値の啓発

❹モニタリング調査による環境保全活動体験
　（多様な組合員活動のあり方の研究の一部）
❺専門性のある他団体との連携と地域ネット
ワーク構築

パルシステム東京　生きモニ 検索

　生きものモニタリング調査

　「侵略的外来種」の駆除活動 　東京の緑を守る



13環境活動に関する報告書　2012

　森林の現状とその役割を知る
　国産木材の使用量減少による林業の衰退で、森林の荒廃がすすんでいます。間伐など適正な管理が行わ
れなくなったため、生態系の保全、土砂崩れなどの災害防止や水源の保全、地球温暖化の防止など、森林が
果たしてきた多様な役割が失われています。山間部の森の現状と森林の役割を知ってもらう取り組みをす
すめ、間伐材の活用や林業における雇用の創出に向けて新しい森林経済循環の仕組みを模索しています。

多摩森林の間伐体験学習会を開催。林業の再
生や地域の生態系保全について学ぶ 間伐材の普及に取り組む日の出エコチーム委

員会は、手作りのプランターカバーを作る学
習会で間伐材の利用をアピール

販売数
割り箸� 100膳入り� 318セット
� 10膳入り� 298セット
� 30膳入り� ���16セット
プランターカバー����　� �　　174個

多摩地域の間伐材で作った
割り箸とプランターカバー
を、青梅など 3 センター
で販売

 森林保全の取り組み

 食料自給率の向上

　　産直運動強化で国産農業を応援
　小さなダムの役割をする水田、緑地帯でもある農地は、日本の豊か
な自然の源です。農業の衰退は耕作放棄地の増加など、自然環境の悪
化に直結します。
　TPP（環太平洋経済連携協定）への参加で、食料自給率は27％に低
下するという試算もあります（農林水産省）。パルシステムでは農業の
基盤である豊かな環境を守るためにも、TPPに反対するとともに、産
直運動を強化し国産の食べものを積極的に利用する取り組みを続け
ています。

「100万人の食づくり運動」で組合員に食料自給力を高め
る、ごはん中心の日本型食生活をおすすめ

耕作されず放棄された田んぼで飼
料米を栽培。飼料米で育てた「こ
め豚」「こめ鶏」「こめたまご」は
食料自給率向上のキーポイント

産直原料を使った加工品は314品目に。
2012年度も 15の新商品が誕生



14 環境活動に関する報告書　2012

　環境に配慮した商品のおすすめ
パルシステム東京は限りある資源を、有効に活用する持続可能な社会をめざしています。リユース・リサイク
ル商品や、命の源「水」を守る石けん関連商品はもちろん、環境保全型農業や日本型畜産で生産する農畜産
物も、環境に配慮した商品です。組合員が利用することが、環境を守ること、そして安全・安心な食を作るこ
とにつながります。

 環境保全とパルシステムの商品

環境に配慮したくらしを
する人が増える

産地やメーカーは経営が安定
し、環境に配慮した食べもの
や商品を、作り続けることが
できる

組合員が利用する

豊かな日本の自然が
保たれる

パルシステム商品と

環境の深ーいつながり

CO2を吸収する緑
地帯が増え、生物多
様性も保全される

農薬や化学肥料を減らし、地域資源を活用す
るパルシステムの産直産地。安全・安心な農産
物を生産すると
ともに、生き物を
豊かに育くむ環
境を守る

健康にも環境にも
やさしい、
石けん商品

食品加工の副産物やもみ殻おがくずなど、地域に
ある資源を飼料などに活用し、循環させる「日本型
畜産」に取り組んで
いる。
また、飼料米の生産
は、耕作放棄地を、緑
の田んぼに変える

リユース・リサイクル商品は、資源を循環さ
せ、廃棄物を減らす

豊かな自然があるから、安全・安心な食づくりができる

環境に配慮したパルシステムの商品
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2012年度環境活動所見書（抜粋）

環境監査委員長　寺田　良一
　　　　明治大学環境社会学部教授

環境マネジメントシステムの運用については、教育訓練、リユース・リサイクルの一部未達成など、改善の進まない部分は残すもの
の、今年度もおおむね目標が達成され、確実に定着していることを評価します。また2011年3月の東日本大震災・原発事故の教訓を踏
まえて、国の基準より厳格な放射能の独自ガイドラインを設けたこと、新電力事業の設立（子会社（株）うなかみの大地）の設立と16事
業所への再生可能エネルギー供給を開始したことなどは、とりわけ高く評価されます。
2007年の自己認証宣言から５年を経て、新年度以降の自主基準の適用に向けて、CO2削減、再生可能エネルギー、リユース、食料自給、
有害化学物質削減など、環境理念や目標を、その原義に立ち返って再検討すべき時期に来ているともいえましょう。
パルシステム連合会との調整が必要ですが、環境配慮型商品の基準づくりは、本生協の事業活動の本質的な部分ですので、引き続き

検討を継続することが望まれます。また原発事故等で注目度が下がっていますが、「化学物質政策基本法」制定運動やPRTR制度（化
学物質排出移動量届出制度）の活用において、石けん推進活動は大きな意味を持っています。
マネジメントシステムについては、単に不適合を是正するにとどまらず、模範的なサイトの取り組み事例を共有・水平展開したり、

例えば何のためにリユースをし、どのようなメリットがあるのかなどを新しい組合員や職員に理解してもらうことや、エコポイント
のような誘因をつけることなども検討されてよいでしょう。環境活動が事業、望ましい食生活や地域社会づくりに、どのような効果を
及ぼしているかを「見える化」していくことが重要です。
また、政権の交代とともに、TPP交渉が進展し、食料自給、地域や人を守るシステムが危機に瀕しています。原発の再稼働や輸出が進

められようとしている中で、これまで取り組んできた生産者との交流や食育を通じた国内農業の意義のアピール、間伐材利用の可能
性の検討、事業への再生可能エネルギーの実用的活用を通じたエネルギー転換や発送電分離の現実的可能性のアピールなどの活動
は、ますます社会的に影響力の大きい活動になってくると思われます。

環境監査委員　青木　玲子
技術士（環境部門）、環境カウンセラー

2012年度は、被災地の復旧・復興が軌道に乗り始め、再生可能エネルギーの普及促進が各地で進んだ年でした。パルシステム東京で
は、放射能測定機器を導入し、国よりも厳しい独自ガイドラインで管理を行い、さらに、再生可能エネルギーを事業とする新会社を設立
し、再エネ普及を強力に推進するとともに、全国各種団体と連携し、脱原発の啓発活動や行政への政策提言を積極的に行っています。
パルシステム東京が脱原発を目指す理由は、まず“食の安全の確保”にあることは自明です。「二度とこのような汚染が起き得ない

こと」「本質的な安全性」を追求しています。脱原発は健全な地球環境を守り、私たちが安全な水や食品を口にし、きれいな空気で生き
るために不可欠な手段です。持続可能な社会を維持する上での大前提になります。パルシステム東京のように、再エネ、汚染防止、地産
地消、自給率向上、生態系保全と、横断的に総合的に取り組む組織は、国内外の産業界や消費者の環境保全活動を牽引していく先進的
で貴重な存在と思います。
2012年度も環境マネジメントシステムの現地監査に携わらせて頂き、各センターや本部において目標達成のために皆さんが一丸と

なり、創意工夫によって省エネ、省資源、リサイクル、環境貢献商品の企画開発、環境啓発活動に、徹底して取り組む様子を現場で確認
してきました。目標達成状況の要因分析が詳細に行われ、次年度や中長期計画への反映も確実に行われています。現在、事業全般を通
じた環境保全活動をより効果的に支えていくため、パルシステム東京独自のEMS運用の試行中であり、今後のさらなる発展を期待し
ています。

環境監査委員　打矢　奈津子
パルシステム東京　理事（2012年度）

東日本大震災後の省エネ意識が高まった前年を受けての一年、前年に策定されたエネルギー政策を実行に移す重要な一年であった
と思います。2013年度から新電力の供給事業を開始する準備が進められ、事業面では自然エネルギーへ転換の方向に大きく舵が切ら
れました。個々の事業所でも環境への意識は高まっており、事業所内でできる節電などには積極的に取り組んでいると感じました。内
部監査が充実してきていることも成果と感じます。次年度からは内部監査との連携も改善されるので、さらに有効な監査になる事と
期待します。
組合員拡大を中心とした事業拡大は、社会へ働きかけをするという生協の役割を果たすために重要ですが、環境面では配送距離や

配送場所が増える中でCO2削減にも取り組まねばならず、評価が難しいと感じます。配送効率を上げるとともに、下がり続けている一
人当たりの利用高の向上が、事業の安定とともに環境面でも重要な課題です。
組合員が直接関わる環境活動については、リユースびんにシールを貼って周知を図るなどの努力がびんの回収率アップにつながり

ました。しかし、リユースびん商品の利用を増やすことや、ABパック・カタログなどのリサイクル、石けん利用の拡大など、組合員が簡
単に参加できる環境活動の広がりが弱いと感じます。参加者のすそ野をさらに広げていくことが大事です。パルシステムの原木しい
たけを買うことは、森林や里山の再生につながります。お米を買うことが棚田など地域の自然を守ります。資源循環、環境保全が商品
のコンセプトとなっているパルシステム商品の利用や、リユース・リサイクルの仕組みを組合員の輪で広げていきたいと思います。
　

環境監査委員　坂倉　興治
東京都環境学習リーダー、環境カウンセラー

パルシステム東京の環境保全活動は、さまざまな環境活動計画を地域社会と連携の上で、継続的に貢献している先進的なシステム
であるといえます。今後は脱原発社会実現に向けて省エネ、再生可能エネルギーなどへの対応のさらなる強化が望まれます。
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＜脱原発運動の組織的推進について＞
昨年度の実績：①脱�原発全国署名46,570人�②街頭署名944筆�③センターイベント署名86,513筆�④エネルギー学習会198人　
今年度の目標：脱原発集会パレード、学習会への組合員参加、パブリックコメントの提出
　　　　評価：昨年�度の脱原発運動の組織的推進は質量とも有効性が十分だった。今年度は脱原発運動の推進と並行して、再生可能

エネルギーの普及について一定の解決策を示すことが期待されます。
＜再生可能エネルギーの事業導入化について＞
昨年度の実績：①16事業所に再生可能エネルギーの電力を供給�②多摩センター太陽光パネル設置
今年度の目標：①事�業所の再生可能エネルギー電力への切り替えを広報�②世田谷発電研究会に報告�③小水力発電供給で塩谷役場

職員と協議�④新電力のパネル展示、チラシ配布�⑤那須野ヶ原ミドリネット小水力発電見学�⑥再生エネルギーの電
源の確保と拡大、小水力発電等２か所確保

　　　　評価：パル�システム東京は再生可能エネルギーを環境目的、目標の重要な位置づけとして設定することが重要。また、当分
は水力、太陽光、火力等でつなぐ時代が続くため、燃料調達コストとCO2排出への対応に注視することが望まれます。

＜省エネ活動に対する効果的な支援＞
昨年度の実績：①家�庭での省エネ診断59件�②省エネ講座の開催77人�③他生協依頼学習会開催�④電気使用量の削減等による達成

原動力の一つに節電・省エネ活動のタイムリーなチェックと、新しい技術の採用及び積極的な投資に負うところが大
きいと思われる。

今年度の目標：①温�暖化防止自主行動計画の策定�②CO2総排出の抑制�③電気使用の抑制�④燃費向上、車輛燃料使用の抑制�⑤施設
ガス使用の抑制�⑥省エネ診断70件

������������評価：診断�、�講座、�学習会開催などは、活動の有効性を明確にし、省エネによる節電をいかに進めるかを示すことが期待さ
れます。

環境監査委員　佐藤　穂貴
　　　　弁護士

＜全体所見＞
各環境目標の達成状況は概ね良好であり、貴組合の環境方針とその施策が各職員まで周知されていることが伺える。また、電力の自

然エネルギーへの移行、石けん利用の推進等、意欲的な活動も実践しており、今後も環境分野で世の中をリードすることが期待でき
る。

＜個別所見＞
2012年度目的・目標（全体）年度末累計について
CO2の総排出量、電気総使用量、ガス総使用量は、前年度実績よりも減少して年間目標を達成したが、車両燃料総使用量は目標未達
成だった。福祉事業所の増設が原因とされているが、目標達成には事業に見合った原単位での使用量を数種算出し、その増減をも分析
しながら、削減可能な部分やサービスの質維持のために必要な部分等を検討したうえでの目標設定が重要である。
リユースびんおよびリサイクル品の回収は、さらなる回収率向上が望ましい。回収物流が確立している貴事業では、高い目標を設定

し達成できる潜在力があると見込まれ、容リ法改正も視野に入れると、モデルとなる取り組みを実現いただきたい。
＜サイト監査での指摘事項＞
産業廃棄物の保管方法と保管場所の表示が徹底されていない配送センターがあり、改善を求めた結果、善処したとの報告を得た。ま

た福祉事業所でも廃棄物の一時保管や更衣について、限られた事業所スペース内で苦心している実態を垣間見た。法令遵守あっての
事業活動であることを各現場に日頃から周知させ、翌年度以降、同様の指摘がなされないよう、継続的な教育とその実践の確認をして
いただきたい。

環境監査委員　杉野　信雄
　　パルシステム東京　組合員

１　脱�原発と再生可能エネルギーの利用普及を図ることを狙いとして、子会社の㈱うなかみの大地を通じ、16事業所で使用する電
力をバイオマス発電で賄う「新電力事業」が2013年４月からスタートしました。地球温暖化防止のためには、省エネルギーを図る
だけでなく、自ら積極的に再生可能エネルギーを活用していく必要があり、他に先駆けてこうした活動に取り組んだことを大い
に評価します。
　　東�日本大震災での福島第一原発事故にもかかわらず、最近になっても福井県敦賀市の高速増殖炉「もんじゅ」での点検漏れや茨
城県東海村の加速器実験施設での放射性物質漏出事故など日本原子力研究開発機構の取り扱いのずさんさが次々に明るみに出
ています。脱原発運動をさらに強化し、再生可能エネルギーへの転換を他のパルシステムの会員生協や組合員に普及拡大してい
くよう望みます。

２　12�年度の目的・目標の中では、車両燃料の使用量が目標を達成できませんでした。配送センターでは受注量が減少して使用量も
減ったものの、福祉部門は事業所の増加に伴って増えています。これまでと同様、総量での削減を目指すことはもちろんですが、
受注量や福祉事業所利用者数など、単位当たりの使用量の動きとあわせて詳しく分析してみる必要があります。また福祉事業で
の使用量は、利用者のニーズとの兼ね合いから、配送とは別に目標を設定した方がいいように思います。

環境監査委員　杉山　美佐和
パルシステム東京　組合員

今年度、初めて監査にかかわらせていただき、パルシステム東京は安全で安心な食べ物を供給するだけの生活協同組合ではないこ
とを再認識しました。2012年度の報告書を読み、リサイクル品4種（ABパック、OCR、カタログ類、資源プラ）の回収が未達成に終わっ
たことについて、3つの提案をしたいと思います。
１　ecoポイント制の導入　リサイクル4種を回収に出したらポイントを加算する
２　カタログ類の見直し　月1回しか注文できないものだけを集めたカタログを月1回配付するなど、大量のカタログを整理する
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３　リサイクル4種について広報の徹底　リサイクルの意味がひと目でわかるチラシの作成・配付
＜現地監査について＞
　　2事業所と1福祉事業所を視察しました。現場の職員の方々が省エネ、省資源、廃棄物の抑制、環境保全などに徹底して取り組まれて
いる様子を確認することができました。次年度はさらなる工夫と知恵で、環境マネジメント活動がより一層向上することを期待して
います。

　　2012年度は子会社（株）うなかみの大地に新電力事業を設立し、2013年4月から主要16事業所に再生可能エネルギーの電力を提供す
る準備を整えたことは大きな一歩です。一日も早く、私たち一般組合員が再生可能エネルギーを利用できる日が来ることを願ってい
ます。

環境監査委員　髙木　健治
パルシステム東京　組合員

　環境マネジメント（EMS）の維持運用については特に大きな欠点はなく、全般的には良好と判断された。ただ、活動テーマは多岐に
わたりすぎている傾向がある。たとえば、地球温暖化防止では電力、ガス、燃料の削減目標が設定されているが、サイトにより重みが異
なるのでCO2排出量削減に一本化するのも一つの考えであろう。それぞれのテーマについても、パルシステムの事業からみて重要な
ものを優先的に活動テーマにするなどの見直しをしてもよいと思われる。EMS構築の目的の一つに、「組織の事業運営力及び事業を
組織的に改善していく能力を高める」ことが挙げられている。これに関する評価は難しいと思われるが、組合員の声などを参考にする
ことも一案であり、評価改善を行うのはトップマネジメントの責任である。また、教育訓練では模範的なサイトの情報共有を行いなが
ら、改善を進めることが望まれる。
パルシステムの本来業務は、安全安心な商品やサービスをリーズナブルな価格で組合員に提供することであり、環境活動もこの本

来業務に根ざしたものであることが望ましい。その意味では、石けんの普及促進は大変よいテーマである。この他に、パーム油はパル
システムが扱っている商品と密接な関係があり、紙は事務用紙だけでなく包装材料としても大量に扱っているものである。
生物多様性の重要性が認識されるなかで、森林保護の点からパーム油と紙は今ホットな話題であり、パルシステムとしてももっと

注目してよいと思われる。

環境監査委員　中村　正子
環境ジャーナリスト

＜2012年度取り組みについての問題点＞
・2013年度に取り組むべき「温暖化防止自主行動計画」を、たたき台だけでも策定してほしかった。
・電気�総使用量の削減目標は達成できているが、6月、7月、11月以外の使用量は前年度を上回っている。環境設備の効果（デマンドモ
ニター導入や3センター倉庫でのエネブライト変更）は不明とあるが、部分的にでも導入効果がわかるようにならないのだろうか？
・目�標4の備考欄に「節電の意識が弱まったことが原因」とある。震災から一年がたち、生協内部でも節電意識の見直しが必要である。

＜2013年度の目標について＞
・�自民�党政権下で自然エネルギーへの逆風が強くなることが懸念されるが、着実に自然エネルギーの普及を前進させることが大事��
である。
・取り組み項目にカタログ以外の紙使用量や、再生紙の使用状況なども入れてほしい。
・脱原発社会への取り組みについては、参加できない組合員といかに情報を共有するかを考えた対応をしてほしい。
・「く�らし方の見直し運動」「環境に配慮した商品づくり」「森林の保全」「生物多様性保全」「食育」などの課題すべてで、「簡単・便利は���
��進歩」「能率・効率一辺倒」「経済至上主義」など、従来の価値観を問い直す視点が不可欠である。
・職員、組合員が、3・11以降の体験や認識を風化させない働きかけを常に考え、具体的に働きかける必要がある。

環境監査副委員長　米川　珊
パルシステム東京　組合員

2012年度の環境監査において、パルシステム東京の全般的な取り組みを高く評価する。日常業務に浸透しにくい繁雑なISO14001
の部分を取り除き、効率化を図り、安全・安心を優先させた高品質のサービスを組合員・社会に提供できる。
パルシステム東京は3・11以降の目まぐるしい社会情勢の変化に対応した、環境マネジメントシステム（EMS）の運用は、2007年の

「自己適合宣言」から大きく前進し、日本で最初に、生協の社会的責任（CSR）に配慮して持続可能な社会の構築に寄与しているかとい
った評価項目を取り入れた。これはパルシステム東京のCSRに対する強い意志の表れと評価する。
消費者のニーズに合わせた商品に生協ならではのCSRの視点を取り入れることで強いブランド力を生み出し、その収益で活動を

持続できるよう循環していくことがふさわしいCSR活動であると考える。生協は企業的な側面を持つ一方、組合員が出資し利用す
ることでその活動を支える特殊な消費者組織である。組合員は生協組織内外の利害関係者に対し、今までよりも一層生協とCSR理
念の３本柱である食・環境・人に着眼した共存共栄を考えるべきである。
これから転換にあたり、既存のCSRの理念にマイケル・ポーター教授が提唱するCSV（社会と共有する価値）を実践することを提

案したい。生協のトップの顔をより見えやすくし、他の生協、他団体、政府機関などと価値観を共有し、持続可能な生協の特性に合う
ルールの構築を期待することができるからである。「戦略的なCSR」がCSR活動の成熟期には必要となる。

環境監査委員会：環境マネジメント活動に関する諮問機関。環境管理最高責任者がパルシステム東京の環境マネジメント活動の状況を報告し、評価を受	
	 け、改善意見や要望、提案を受け、環境マネジメント活動の一層の向上を図ることを目的として設置されている。
�
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パルシステム東京 エネルギー政策

エネルギー政策策定にあたっての背景と目的
パルシステム東京は、『「食べもの」「地球環境」「人」を大切にした「社会」をつくります。』を理念とし活動し

てきました。2008年２月から「六ヶ所再処理工場の本格稼動の中止を求める運動」を、他団体と連携してすす
めました。組織内では、委員会活動や現地視察、学習会の開催を通して論議を深めてきました。
2010年度には、理事会がエネルギー政策検討プロジェクトを設置し、エネルギー政策骨子を合意しました。
3月11日の東日本大震災の地震と津波は未曾有の被害をもたらしました。その影響による東京電力福島第一

原発事故は、放射性物質の暴露による、水・農作物への影響、また町ぐるみの避難と、国民の暮らしを根底から
揺るがす深刻な事態をもたらし、日本社会のみならず世界各国に大きな衝撃を与えました。現在も、住民の避
難生活、放射性物質による被ばくや汚染への脅威を解消する見通しは立っていません。
今回の事故がはっきりと示しているのは、巨大電源に頼った、一極集中型のエネルギー供給の限界と、地震

の多い国土に安全性の検証と民主的論議が不在のまま進められた、原子力依存型エネルギー政策の根本的な
問題点です。私たちは、この経験に学び、地域の生活や地球環境を犠牲にしてきた経済発展とその手法を見直
します。現状の枯渇性燃料（化石燃料から、ウランまで）の輸入に頼った脆弱なエネルギー政策からの転換と、
地震の多い我が国でもリスクが少なく、生物や、森林や、農地や水資源を損なうことの少ない再生可能エネル
ギーを基盤とした社会へ大きく舵をきっていくことを緊急課題とします。
私たちは、食の安全をまもり、農業の振興を願って、産直を発展させ、40年にわたる生協運動を継続してきま

した。今回の放射能による打撃を乗り越え、私たちの理念にあるように、持続可能な社会をめざし、地域社会の
再構築を支援し、自然の力を最大限に生かす再生可能エネルギーへの転換をすすめます。

Ⅰ.生協自らが消費者として選択する

１．地球温暖化防止を大きな目標に掲げ、省エネルギーをすすめCO2と温室効果ガスを削減します
�・「地球温暖化」と「生物多様性の大幅な減少」は人類の存続にかかわる世界の安全保障問題です。その認識
を深め、事業においては、環境を損わない消費行動へのインセンテイブとなることを念頭において、組合
員の毎日の生活が、その消費行動によって、多くの資源の節約や、再生可能エネルギーを最大限利用する
くらしの選択となることをめざします。

２．脱原発の立場で再生可能エネルギーを選択し、将来的には自給率100％をめざします。
�・原子力発電は地震の多いわが国においては、今後も、放射能汚染を伴う甚大な事故の可能性があること。
コスト面の考え方でも大幅な見直しが必要であること。放射性廃棄物の長期にわたる増加と管理という
重大な課題を、子孫に遺す問題点があること等々の理由から、脱原発の立場で、太陽、風力、地熱、小水力、
バイオマスなどの熱源をいかし、地域社会の経済にも有益な再生可能エネルギーの拡大を選択し、将来は
再生可能エネルギーによる自給率100％の社会をめざします。

Ⅱ.生協自らが事業者として行う

１．地球温暖化防止をめざし、CO2を削減し、省資源、省エネルギー型の事業を行います。
�・事業における車両燃料使用状況は、配送トラックでの消費が95％であり、燃料消費削減をはかるためエコ
ドライブ運動強化や、アイドリングストップ装置の装着をすみやかにすすめます。

　車両燃料については、東日本大震災の影響による脆弱なインフラや危機管理の課題に対して、自家供給の
面から電気自動車、バイオ燃料の利用等を検討し、代替エネルギーにシフトします。

２．生協事業の使用電力を再生可能エネルギーに転換します。
	・事業で使用する再生可能エネルギーの調達と拡大
� �パルシステム東京の事業所で使用されるエネルギーは、「電気(冷凍冷蔵設備など)」「車両燃料」が全エネ
ルギー構成の96％にあたります。目標としては、5年間かけて、生協事業として消費する電力の30％を再
生可能エネルギーに転換します。そのために、グリーン電力証書の購入、電力の購入先の変更、再生可能エ
ネルギーによる発電などの検討をおこない、利用できる再生可能エネルギー環境を整備します。

　配送トラックのEV化は、社会的にまだ実用化の段階に至っておらず、今後、生協間の連帯、自動車メーカ
ーとの協力関係の構築などを含めた調査研究をすすめます。
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３．�環境に配慮し、再生可能エネルギーを活用した生産や輸送をコンセプトにした新たな商品開発を実現します。
�・間伐材や、自然エネルギーなどの地域の熱源を利用したハウス栽培の産直野菜や、畜産の糞尿で製造した液肥やバイオ
発電を利用した商品群を開発します。
�・生活提案として、省エネ電球、コンパクト蛍光灯、LED電球などを供給することで、それらを選択した組合員自身の具体
的な省エネルギー推進につなげます。

４．�組合員の家庭における再生可能エネルギーの推進やCO2削減を実現します。
��・省エネ家電購入や太陽光・熱利用設備導入の商品・サービスを検討します。
��・集合住宅や、ビルの屋上等を利用した、太陽光・熱利用設備を設置した地域発電所を検討します。
��・配送センターや生協事業所を中心としたスマートグリットの試験運用に取り組みます。

５．�生産から消費、廃棄にいたるエネルギーのプロセスに総合的に関与し、環境負荷を低減する具体的な事業モデル
に取り組みます。
�・再生可能エネルギーは、市場のニーズに対応できない現状があり、生協自らが発電する可能性や、生産地域との連携に
よる発電等も検討します。産地への脱化石燃料による生産の仕組みを提供し、バイオマスや、自然エネルギーの安価な
温熱料での生産を支援します。これにより生産者・消費者の関係づくりと地域経済の活性化につなげ再生可能エネルギ
ー拡大の基盤とします。

６．�地域社会や生産者と連携し、安全で生産コストの安い再生可能エネルギーに効率よく転換する仕組みづくりを
支援します。
�・地域や、都市の団体や、個人の資金を再生可能エネルギー社会の構築を目的として活用する手法を模索します。施設を
持つ地域に雇用の創出や地域社会の再構築につながる地元企業や、NPOとの連携を伴う展開をめざします。

７．�最新エネルギー情報の収集と調査に努め、事業への有効な導入の検討を行います。

Ⅲ.生協自ら地域・社会に運動をおこす

１．�生産者や社会へ働きかけ再生可能エネルギーによる日本のエネルギー自給率の向上を率先してすすめます。
��・組合員・生産者・役職員がおもいをひとつにし、再生可能エネルギー利用の仕組みを社会に広げる運動を展開していきます。
��・消費者が電力を選べる社会を実現するための運動展開をはじめます。
��・グリーン金融の促進をはかり、再生可能エネルギーの導入が地域経済の活性化につながる制度を研究します。

２．�国のエネルギー政策の転換をめざし、国や自治体に対し情報公開の要求や政策提言を行ない、安全性、経済性の
観点からも原子力発電の停止を求めます。
�・原子力発電は、地震の多い我が国にはきわめて不適切な発電方式であり、コストが開示されない非民主的な発電である
ことに加え、事故が起こったときの被害には、救済の方法さえ確立していない現状を広く訴えます。その責任と対策は
いやおうも無く次世代に押し付けられるものとなっているため、社会的・倫理的な立場から原子力発電の停止を、国に
求めていきます。停止の期限や、その撤退までの手順と費用を示すことも国へ求めていきます。
�・我が国では、大口の契約事業者しか電力の自由化がなされていません。しかし、消費者には、選択する権利があり農産物
や衣服にも環境に配慮した商品を選択し購入することができるように、環境に負担をかけない方法で発電した電気を
選択・利用できるような法の改正や仕組みを、自治体や他団体と連携した運動を検討していきます。

３．�確実かつ有効な情報等をわかりやすく提供し、地域社会や家庭での省エネ活動支援や暮らし方の見直し提案を
広げます。

〈むすび〉
　私たちはこのエネルギー政策を次世代への責任を果たす新たなスタートとし、パルシステム東京の理念の具現化をめざ
し、持続可能な社会の構築にむけて、政策提案･事業活動･組合員のくらし提案・地域支援を展開していきます。
　将来的には100％のエネルギー自給率をめざし、再生可能エネルギー利用の仕組みを実現します。
　パルシステム東京はこれからもずっと、命や環境を大切にすることを最優先にしてエネルギーを選択し、持続可能な社
会を支える生協として活動します。
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